




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1） 志布志事件に関する資料・文献は数多いが，たとえば，梶山天『「違法」捜査 : 志布
志事件「でっち上げ」の真実』（角川学芸出版，2010），朝日新聞「志布志事件」取材
班編『虚罪：ドキュメント志布志事件』（岩波書店，2009），朝日新聞鹿児島総局『「冤
罪」を追え：志布志事件との1000日』（朝日新聞社，2008）参照。
2） 平野龍一『刑事訴訟法』（1958）80頁以下参照。
3） 宮本英脩『刑事訴訟法大綱』（1936）126－7頁，団藤重光『刑事訴訟法綱要』（1943）
195－7頁など参照。
4） 平野・上掲80頁，井戸田侃「弁護人の地位・権限」『刑事訴訟法講座　第１巻』
（1963）110頁など参照。
5） 少数意見においては，最高裁判例において二件，秘密交通権という用語を刑訴法39
条1項の観念として表現しているものが存在する。最判平成15年9月5日（判時1850号
61頁，判タ1146号218頁）の梶谷，滝井裁判官の反対意見，および最判平成16年9月7
日（裁判所時報1371号7頁，判時1878号88頁，判タ1168号109頁）中の浜田裁判官の
反対意見がある。
6） たとえば，1965年に日弁連が実施した実態調査では，145件の回答中35件において
捜査官から接見後に被疑者が弁護士との対談内容を問責追及されたという結果が出て
いる。後藤信夫「秘密交通権の実態と判例の傾向」自由と正義17巻1号（1966）24頁
参照。
7） 上記アンケート回答187件のうち，三分の一近くで，やむなく捜査官同席で面会した
という結果があると報告された。後藤・前掲同頁参照。
8） 「秘密交通権」を表題に含む初期の文献として，たとえば以下のもの。佐伯千仭
秘密交通権をめぐって
(148)・269
「消えてゆく秘密交通権──接見指定の問題〈生きている刑事訴訟法２〉」法学セミナ
ー74号（1962．5）44頁，「特集・秘密交通権」自由と正義17巻1号（1966）所収の毛
利与一・関田政雄・小沢茂・大塚一男・後藤信夫各氏による論考，判例タイムズ201号
（1967）所収の安部甚吉・井戸田侃・菅野勘助各氏の論考，「弁護人の秘密交通権をめ
ぐる実務上の諸問題（座談会）」判例タイムズ230，232号（1969）など。
9） 当局側の文献として，たとえば，捜査機関のイデオローグ的役割を果たした青柳教
授の論考（青柳文雄「弁護人との接見交通について」警察学論集18巻5号（1965），同
「被疑者と弁護人との接見・交通」警察学論集19巻11号（1966）1頁）があるが，一度
も「秘密交通権」という語は使用されていない。その他，渋谷亮「逮捕勾留中の被疑
者－刑事訴訟法の当事者主義へのあゆみ」警察学論集12巻12号（1959）31頁などでも
接見交通権の語を文中使用する。
10） 団藤重光『條解刑事訴訟法・上』（1950）86頁，滝川・平場・中武編『法律学大系コ
ンメンタール編　刑事訴訟法』（1950）66頁参照。なお，『逐条註解新刑事訴訟法』
（1948）34頁では「自由に交通し得る」との表現が用いられている。
11） 団藤重光『新刑事訴訟法綱要　五訂版』（1953）259頁。
12） 平野龍一『刑事訴訟法』（1963）102頁，松尾浩也「弁護人の地位」『総合判例研究叢
書　刑事訴訟法（11）』（1961）126頁，平場安治『改訂　刑事訴訟法講義』（1954）278
頁。
13） 光藤景皎『口述刑事訴訟法・上　第二版』（2000，成文堂）117頁以下，白取祐司
『刑事訴訟法第三版』（2004，日本評論社）142頁以下，田口守一『刑事訴訟法第四版』
（2005，弘文堂）144頁以下，田宮裕『刑事訴訟法・新版』（1996，有斐閣）142頁以下，
福井厚『刑事訴訟法』（2005，有斐閣）162頁など。
14） 戦後初期の文献において「自由交通権」の語を使用するものとして，伊藤勝「被疑
者の地位」『法律実務講座刑事編　第三巻　捜査及び公訴（1）』（1954）513－5頁があ
り，「被疑者被告人は，何人からもその内容を聴かれずに弁護人と密談ができる」とし
て秘密性をむしろ強調する。
15） 光藤前掲117頁参照。
16） 福井前掲163頁参照。
17） 小野清一郎『刑事訴訟法講義第一分冊』（1922）98頁参照。
18） 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程（6）」法学協会雑誌92巻5号
（1975）105頁以下参照
19） 三井誠「接見交通権の成立過程」『平野龍一先生古稀祝賀論文集・下巻』（1991）261
頁以下，同「接見交通問題の展開」法律時報54巻3号（1982）8頁以下，参照
20） 最高裁事務総局刑事部『改正刑事訴訟法提案理由書』（1948）17頁以下。
21） 野木＝宮下＝横井『新刑事訴訟法概説』（1948）40頁。
22） 『逐条註解新刑事訴訟法』（1948）34頁。
23） 我が国の裁判例において，接見時の盗聴行為が認定されたケースは見あたらないよ
うである。文献類においては，松川事件の弁護人が接見室での秘聴器取り付けがあっ
たと主張し，その間接事実を提示したものがある。大塚一男「松川事件における秘密
交通権の侵害」自由と正義17巻1号（1966）19頁は，警察によって作成された部外秘
の「刑事警察資料　松川事件の研究」（1953）中に，「面接室に於ける秘聴器」という
項が存在し，「秘聴器を取り付けて面接の内容を知る方法は良い方法ではない」との記
載があり，警察は接見時に盗聴行為をおこなうことがありうると指摘する。
成城法学81号（2012）
270・(147)
24） 田宮前掲書，145頁注3参照。
25） 本判決についてはたとえば，豊崎・法学セミナー54巻1号128頁（2009），小木曽・
刑事法ジャーナル17号96頁（2009），緑・法律時報81巻11号127頁（2009），公文・速
報判例解説6巻（法セミ増刊）213頁（2010），藤吉・志学館法学10号1頁（2009），東
條・季刊刑事弁護69号164頁（2012）など参照。
26） 同事件についてはたとえば，半田 望「接見交通権確立の闘い最前線２：秘密交通権
の保障と第2次富永国賠控訴審判決の意義」季刊刑事弁護68号（2011）参照。
（いぶすき　まこと）
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